
平成２９年度

財　　務　　書　　類

自　平成29年 4月 1日

至　平成30年 3月31日

鳥取県町村総合事務組合
（消防補償事業）



消防補償事業 （単位：円）

【資産の部】 【負債の部】
固定資産 固定負債

有形固定資産 地方債
事業用資産 長期未払金

土地 退職手当支給準備金
立木竹 損失補償等引当金
建物 その他
建物減価償却累計額 流動負債
工作物 1年内償還予定地方債
工作物減価償却累計額 未払金
船舶 未払費用
船舶減価償却累計額 前受金
浮標等 前受収益
浮標等減価償却累計額 賞与等引当金
航空機 預り金
航空機減価償却累計額 その他
その他
その他減価償却累計額 【純資産の部】
建設仮勘定 固定資産等形成分

インフラ資産 余剰分（不足分）
土地
建物
建物減価償却累計額
工作物
工作物減価償却累計額
その他
その他減価償却累計額
建設仮勘定

物品
物品減価償却累計額

無形固定資産
ソフトウェア
その他

投資その他の資産
投資及び出資金

有価証券
出資金
その他

投資損失引当金
長期延滞債権
長期貸付金
基金

減債基金
その他

その他
徴収不能引当金

流動資産
現金預金
未収金
短期貸付金
基金

財政調整基金
減債基金

棚卸資産
その他

徴収不能引当金 -

-

純資産合計 24,476,092

資産合計 負債及び純資産合計 24,476,092

23,756,075
-
-

24,476,092

720,017
-
-

23,756,075

-
-

24,476,092
-

-

-
0
-

0
-
-
-
-

-

-
-
-

-
-
-

-
-
-

-
-
-

- 23,756,075
- 720,017
-

- -
- 負債合計 0
-

- -
- -
- -

- -
- -
- -

- -
- 0
- -

- -
- -
- -

0 0
- -

【様式第１号】

貸借対照表
（平成３０年　３月３１日現在）

科目 金額 科目 金額



消防補償事業 （単位：円）

経常費用

業務費用

人件費

職員給与費

賞与等引当金繰入額

退職手当引当金繰入額

その他

物件費等

物件費

維持補修費

減価償却費

その他

その他の業務費用

支払利息

徴収不能引当金繰入額

その他

移転費用

補助金等

社会保障給付

他会計への繰出金

その他

経常収益

使用料及び手数料

その他

純経常行政コスト

臨時損失

災害復旧事業費

資産除売却損

投資損失引当金繰入額

損失補償等引当金繰入額

その他

臨時利益

資産売却益

その他

純行政コスト

△ 6,485,344

-

0

-

△ 6,485,344

0

-

-

-

-

-

7,225,183

0

-

-

-

11,988,593

5,928,775

-

-

6,059,818

7,225,183

-

-

13,710,527

1,721,934

225,607

225,607

-

-

0

1,496,327

1,496,327

-

-

【様式第２号】

行政コスト計算書
自　平成２９年　４月　１日
至　平成３０年　３月３１日

科目 金額



消防補償事業 (単位：円）

固定資産
等形成分

余剰分
（不足分）

前年度末純資産残高 19,748,710 899,678

純行政コスト（△） △ 6,485,344

財源 10,313,048

税収等 10,313,048

国県等補助金 -

本年度差額 3,827,704

固定資産等の変動（内部変動） 4,007,365 △ 4,007,365

有形固定資産等の増加 - -

有形固定資産等の減少 - -

貸付金・基金等の増加 4,007,365 △ 4,007,365

貸付金・基金等の減少 0 0

資産評価差額 -

無償所管換等 -

その他 - -

本年度純資産変動額 4,007,365 △ 179,661

本年度末純資産残高 23,756,075 720,017

-

-

3,827,704

24,476,092

-

3,827,704

【様式第３号】

純資産変動計算書
自　　平成２９年　４月　１日

至　　平成３０年　３月３１日

科目 合計

20,648,388

△ 6,485,344

10,313,048

10,313,048

-



消防補償事業 （単位：円）

【業務活動収支】

業務支出
業務費用支出

人件費支出
物件費等支出
支払利息支出
その他の支出

移転費用支出
補助金等支出
社会保障給付支出
他会計への繰出支出
その他の支出

業務収入
税収等収入
国県等補助金収入
使用料及び手数料収入
その他の収入

臨時支出
災害復旧事業費支出
その他の支出

臨時収入
業務活動収支
【投資活動収支】

投資活動支出
公共施設等整備費支出
基金積立金支出
投資及び出資金支出
貸付金支出
その他の支出

投資活動収入
国県等補助金収入
基金取崩収入
貸付金元金回収収入
資産売却収入
その他の収入

投資活動収支
【財務活動収支】

財務活動支出
地方債償還支出
その他の支出

財務活動収入
地方債発行収入
その他の収入

財務活動収支

前年度末歳計外現金残高 -
本年度歳計外現金増減額 -
本年度末歳計外現金残高 0
本年度末現金預金残高 720,017

3,827,704

前年度末資金残高 899,678
本年度末資金残高 720,017

-
-
0
-
-

本年度資金収支額 △ 179,661

0

4,007,365
-

-
-
-

-

-
-
0
-
0

△ 4,007,365

-
-
0

17,538,231
10,313,048

-
-

7,225,183

11,988,593
5,928,775

-
-

0

0

【様式第４号】

資金収支計算書
自　　平成２９年　４月　１日

至　　平成３０年　３月３１日

科目 金額

4,007,365

6,059,818

13,710,527
1,721,934

225,607
1,496,327

-
-



【様式第５号】

附属明細書
１．貸借対照表の内容に関する明細

　※下記以外の資産及び負債のうち、その額が資産総額の100分の5を超える科目についても作成する。

（１）資産項目の明細

④基金の明細 （単位：円）

消防補償基金積立金 23,756,075 0 0 0 23,756,075 23,756,075

合計 23,756,075 0 0 0 23,756,075 23,756,075

(参考)財産に関する
調書記載額

種類 現金預金 有価証券 土地 その他
合計

(貸借対照表計上額)



２．行政コスト計算書の内容に関する明細

（１）補助金等の明細

名称

計

中国四国地区消防補償
等事務連絡会議負担金

平成２８年度掛金

計

0

他団体への公共施設等整備補助金等
(所有外資産分)

合計

広島県市町総合事務
組合

10,000 会議参加に伴う負担金

消防団員等公務災害
補償等共済基金

5,918,775
消防災害補償に係る
掛金

5,928,775

5,928,775

その他の補助金等

（単位：円）

区分 相手先 金額 支出目的



（１）財源の明細 （単位：円）

会計 区分 財源の内容 金額

一般負担金 10,200,000

特別負担金 0

給与費負担金 113,048

10,313,048

計

計

0

10,313,048

３．純資産変動計算書の内容に関する明細

普通会計

税収等

小計

国県等補助金

資本的
補助金

経常的
補助金

小計

合計



国県等補助金 地方債 税収等 その他

純行政コスト 6,485,344 0 0 6,313,048 172,296

有形固定資産等の増加 0 0 0 0 0

貸付金・基金等の増加 4,007,365 0 0 4,000,000 7,365

その他 0 0 0 0 0

合計 10,492,709 0 0 10,313,048 179,661

（２）財源情報の明細 （単位：円）

区分 金額
内訳



（１）資金の明細 （単位：円）

種類 本年度末残高

要求払預金 720,017

合計 720,017

４．資金収支計算書の内容に関する明細



財務諸表に係る注記

１　重要な会計方針

（１）固定資産

　　　固定資産は所有していない。

（２）流動資産

　　　資金は、鳥取県内に本支店のある金融機関の普通預金及び定期預金により運用

（３）引当金

　　　引当金については、組合の性質上計上していない。

（４）負担金の仕訳

　　　財源として、各構成団体より一般負担金及び特別負担金を徴収しているが、資金仕訳

　　　は税収等としている。

　　　また、鳥取県町村会より給与費負担金を収入している。【付属明細書「３．純資産変

　　　動計算書の内容に関する明細」に記載のとおり】

（５）行政コスト計算書に係る行政目的別の明細の仕訳方法

　　　組合の行政目的を、退職手当事業、消防補償事業及び非常勤補償事業の３事業で仕訳

　　　けるにあたっては、共通経費部分を３事業それぞれの収入である一般負担金の比率に

　　　より案分し算出している。

２　重要な会計方針の変更等

　　なし

３　重要な後発事象

　　なし

４　偶発債務

　　なし

５　その他

（１）組合の合併

　　　平成２９年４月１日付で、鳥取県町村職員退職手当組合及び鳥取県町村消防災害補償

　　　組合が合併し鳥取県町村総合事務組合となっている。

　　　平成２９年３月末退職者の退職手当を、４月１日設立の鳥取県町村総合事務組合にお

　　　いて支給することとしたため、平成２９年度の退職手当は平成２８年度末退職者の退

　　　職手当を含んでいる。

（２）組合の資産

　　　鳥取県町村職員退職手当組合及び鳥取県町村消防災害補償組合の平成２８年度決算に

　　　伴う資産は、鳥取県町村総合事務組合が継承している。


